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議案第１号 

 

山室辺地に係る総合整備計画の変更について 

 

 

 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）第３条第８項にお

いて準用する同条第１項の規定に基づき、別紙のとおり総合整備計画を変更することについて、議会の議決を求める。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 山室地区における辺地に係る総合整備計画を変更するため、提案するものであります。 
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（議案第１号別紙） 

 

第１次変更 

総合整備計画書 

 

長野県伊那市 山 室
やまむろ

辺地     

辺地の人口１９６人：面積２.４㎢ 

 

１ 辺地の概況 

(1) 辺地を構成する町又は字の名称  山室 

(2) 地域の中心の位置        伊那市高遠町山室２０５１番地 

(3) 辺地度点数           １０３点 

 

 

２ 公共的施設の整備を必要とする事情 

本辺地は、伊那市の高遠町地区東部、三峰川の支流である山室川沿いに位置し、美しい棚田を有する中山間地域です。高齢

化による過疎化が顕著な地区ですが、近年では移住先として注目されています。 

本辺地から園児が通う高遠第２・第３保育園は、地域コミュニティの重要な核となる施設の一つであり、地域や保護者と協

力をしながら特色ある信州やまほいくを積極的に実施しています。こうした取組から、子育て世代の移住も見られますが、現

在の園舎は、築５４年が経過した非耐震構造の建物であり、新たな園舎の整備が必要となっています。 

また、本辺地内にある三義生活改善センター及び隣接する三義地域交流拠点施設は、旧高遠町時代に地域住民の交流、社会

教育施設として設置されましたが、三義生活改善センターは築４６年、三義地域交流拠点施設は築２１年が経過し、老朽化が

大きな課題となっており、両施設ともに建物の改修、照明のＬＥＤ化等の対応が求められます。 

さらに、本辺地内の飲料水は、高遠町第二簡易水道により供給していますが、施設の老朽化や野生動物の増加に起因すると

されるクリプトスポリジウム対策が重要な課題となっており、安全な飲料水を供給するための施設を整備する必要があります。 
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３ 公共的施設の整備計画 

２０２４年度（令和６年度）から２０２８年度（令和１０年度）まで５年間 

（単位：千円） 

 

 

 

施設名      

区 分 

 

事 業 

主体名 

事業費 

財源内訳 
一般財源のうち

辺地対策事業債

の予定額 
特定財源 一般財源 

高遠第２・第３保育園建設※ 伊那市 152,416  75,612 76,804 76,800 

集会施設整備（三義生活改善センター、

三義地域交流拠点施設） 
伊那市 6,000 0 6,000 6,000 

簡易水道建設改良 伊那市 13,300 0 13,300 6,600 

合 計  171,716 75,612 96,104 89,400 

※高遠第２・第３保育園建設については、全体事業費を本辺地から通園する園児の割合で按分した額を計上 

  【参考】○全体事業費  

498,090千円（特定財源 247,100千円、一般財源 250,990千円） 

      ○本辺地から高遠第２・第３保育園に通園する園児の割合 

３０.６％（前計画期間２０１９年度（令和元年度）から２０２３年度（令和５年度）の平均） 
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議案第１号～第４号関係資料 

辺地に係る総合整備計画について 

 

１ 計画変更の趣旨 

横山地区、上新山地区、山室地区、荊口地区、御堂垣外地区及び片倉地区において公共施設の整備を予定していたため、辺地に係る公共的施設の総合整備のための財

政上の特別措置等に関する法律（昭和37年法律第88号）第３条第１項の規定により、当該辺地に係る総合整備計画を令和６年３月に策定した。そのうち、山室地区、荊

口地区、御堂垣外地区及び片倉地区において整備を計画した高遠第２・第３保育園建設の事業費が、当初に策定した総合整備計画の金額を超過するため、辺地に係る公

共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律第３条第８項において準用する同条第１項の規定に基づき、総合整備計画を変更するものである。 

 

２ 辺地の要件 

辺地とは、交通条件及び自然的、経済的諸条件等に不利があり、他の地域に比較して住民の生活環境が著しく厳しい山間地、離島等の地域で、住民の数その他につい

て政令で定める要件（次の(1)及び(2)の要件）に該当するものをいう。 

(1) 当該地域の総務省令で定める中心（当該地域内において、地方税法（昭和25年法律第226号）第411条の規定に基づき固定資産課税台帳に登録された宅地の3.3平方

メートル当たりの価格が最高である地点）を含む５平方キロメートル以内の面積の区域の人口が50人以上であること。 

(2) 辺地に係る総務省令で定める基準（辺地度点数（※）が100点以上であること。）に該当していること。 

※ 辺地度点数：市役所、医療機関、郵便局、小学校、中学校等までの距離が遠隔であるなど、当該地域について算定された辺地としての程度を示す点数 

 

３ 伊那市の辺地 

令和５年３月31日時点の伊那市内の辺地は、次の10地区である。 

辺地名 
人口 

(人) 

面積 

(㎢) 

辺地度

点数 

 
辺地名 

人口 

(人) 

面積 

(㎢) 

辺地度

点数 

 
辺地名 

人口 

(人) 

面積 

(㎢) 

辺地度

点数 

横山
よこやま

辺地 173 2.1 149 
 

山室
やまむろ

辺地 196 2.4 103 
 

片倉
かたくら

辺地 173 1.3 138 

平沢
ひらさわ

辺地 114 1.2 119 
 

荊
ばら

口
ぐち

辺地 52 1.5 106 
 

杉島
すぎしま

辺地 62 2.0 147 

小屋敷
こ や し き

辺地 75 1.1 135 
 

御堂
み ど

垣外
が い と

辺地 132 1.1 119 
     

上新山
かみにいやま

辺地 322 9.3 145 
 

松倉
まつくら

辺地 61 1.2 135 
     

 

４ 財政措置 

辺地対策事業債（充当率100パーセント、交付税措置率80パーセント）を活用することができる。 
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山室辺地に係る総合整備計画書新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

 

総合整備計画書 

長野県伊那市 山 室
やまむろ

辺地  

辺地の人口196人：面積2.4㎢ 

１～２ 略 

３ 公共的施設の整備計画 

2024年度（令和６年度）から2028年度（令和10年度）まで５年間 

                              （単位：千円） 

 

 

 

 

施設名      

区 分 

 

事 業 

主体名 

事業費 

財源内訳 
一般財源のうち

辺地対策事業債

の予定額 特定財源 一般財源 

高遠第２・第３保

育園建設※ 
伊那市 127,578 67,014 60,564 60,500 

略 

合 計  146,878 67,014 79,864 73,100 

※高遠第２・第３保育園建設については、全体事業費を本辺地から通園する園児の

割合で按分した額を計上 

  【参考】○全体事業費  

416,920千円（特定財源 219,000千円、一般財源 197,920千円） 

      ○本辺地から高遠第２・第３保育園に通園する園児の割合 

30.6％（前計画期間2019年度（令和元年度）から2023年度（令和５年

度）の平均） 

 

 

第１次変更 

総合整備計画書 

長野県伊那市 山 室
やまむろ

辺地  

辺地の人口196人：面積2.4㎢ 

１～２ 略 

３ 公共的施設の整備計画 

2024年度（令和６年度）から2028年度（令和10年度）まで５年間 

                              （単位：千円） 

 

 

 

 

施設名      

区 分 

 

事 業 

主体名 

事業費 

財源内訳 
一般財源のうち

辺地対策事業債

の予定額 特定財源 一般財源 

高遠第２・第３保

育園建設※ 
伊那市 152,416 75,612 76,804 76,800 

略 

合 計  171,716 75,612 96,104 89,400 

※高遠第２・第３保育園建設については、全体事業費を本辺地から通園する園児の

割合で按分した額を計上 

  【参考】○全体事業費  

498,090千円（特定財源 247,100千円、一般財源 250,990千円） 

      ○本辺地から高遠第２・第３保育園に通園する園児の割合 

30.6％（前計画期間2019年度（令和元年度）から2023年度（令和５年

度）の平均） 

      

議案第１号関係資料 
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議案第２号 

 

荊口辺地に係る総合整備計画の変更について 

 

 

 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）第３条第８項にお

いて準用する同条第１項の規定に基づき、別紙のとおり総合整備計画を変更することについて、議会の議決を求める。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 荊口地区における辺地に係る総合整備計画を変更するため、提案するものであります。 
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（議案第２号別紙） 

 

第１次変更 

総合整備計画書 

 

長野県伊那市 荊 口
ばらぐち

辺地    

辺地の人口５２人：面積１.５㎢ 

 

１ 辺地の概況 

(1) 辺地を構成する町又は字の名称  荊口 

(2) 地域の中心の位置        伊那市高遠町荊口５２６番地 

(3) 辺地度点数           １０６点 

 

 

２ 公共的施設の整備を必要とする事情 

本辺地は、伊那市の高遠町地区東部、三峰川の支流である山室川沿いに位置し、高齢化による過疎化が顕著な地区ですが、

近年では移住先として注目されています。 

本辺地から園児が通う高遠第２・第３保育園は、地域コミュニティの重要な核となる施設の一つであり、地域や保護者と協

力をしながら特色ある信州やまほいくを積極的に実施しています。こうした取組から、子育て世代の移住も見られますが、現

在の園舎は、築５４年が経過した非耐震構造の建物であり、新たな園舎の整備が必要となっています。 

また、本辺地内の飲料水は、荊口飲料水供給施設により供給していますが、施設の老朽化や野生動物の増加に起因するとさ

れるクリプトスポリジウム対策が重要な課題となっており、安全な飲料水を供給するための施設を整備する必要があります。 
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３ 公共的施設の整備計画 

２０２４年度（令和６年度）から２０２８年度（令和１０年度）まで５年間 

（単位：千円） 

 

 

 

施設名      

区 分 

 

事 業 

主体名 

事業費 

財源内訳 
一般財源のうち

辺地対策事業債

の予定額 
特定財源 一般財源 

高遠第２・第３保育園建設※ 伊那市 28,385 14,084 14,301 14,300 

簡易水道建設改良 伊那市 700 0 700 300 

合 計  29,085 14,084 15,001 14,600 

※高遠第２・第３保育園建設については、全体事業費を本辺地から通園する園児の割合で按分した額を計上 

  【参考】○全体事業費  

498,090千円（特定財源 247,100千円、一般財源 250,990千円） 

      ○本辺地から高遠第２・第３保育園に通園する園児の割合 

５.７％（前計画期間２０１９年度（令和元年度）から２０２３年度（令和５年度）の平均） 
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荊口辺地に係る総合整備計画書新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

 

総合整備計画書 

長野県伊那市 荊 口
ばらぐち

辺地  

辺地の人口52人：面積1.5㎢ 

１～２ 略 

３ 公共的施設の整備計画 

2024年度（令和６年度）から2028年度（令和10年度）まで５年間 

                              （単位：千円） 

 

 

 

 

施設名      

区 分 

 

事 業 

主体名 

事業費 

財源内訳 
一般財源のうち

辺地対策事業債

の予定額 特定財源 一般財源 

高遠第２・第３保

育園建設※ 
伊那市 23,764 12,483 11,281 11,200 

略 

合 計  24,464 12,483 11,981 11,500 

※高遠第２・第３保育園建設については、全体事業費を本辺地から通園する園児の

割合で按分した額を計上 

  【参考】○全体事業費  

416,920千円（特定財源 219,000千円、一般財源 197,920千円） 

      ○本辺地から高遠第２・第３保育園に通園する園児の割合 

5.7％（前計画期間2019年度（令和元年度）から2023年度（令和５年

度）の平均） 

 

第１次変更 

総合整備計画書 

長野県伊那市 荊 口
ばらぐち

辺地  

辺地の人口52人：面積1.5㎢ 

１～２ 略 

３ 公共的施設の整備計画 

2024年度（令和６年度）から2028年度（令和10年度）まで５年間 

                              （単位：千円） 

 

 

 

 

施設名      

区 分 

 

事 業 

主体名 

事業費 

財源内訳 
一般財源のうち

辺地対策事業債

の予定額 特定財源 一般財源 

高遠第２・第３保

育園建設※ 
伊那市 28,385 14,084 14,301 14,300 

略 

合 計  29,085 14,084 15,001 14,600 

※高遠第２・第３保育園建設については、全体事業費を本辺地から通園する園児の

割合で按分した額を計上 

  【参考】○全体事業費  

498,090千円（特定財源 247,100千円、一般財源 250,990千円） 

      ○本辺地から高遠第２・第３保育園に通園する園児の割合 

5.7％（前計画期間2019年度（令和元年度）から2023年度（令和５年

度）の平均） 

       

議案第２号関係資料 
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議案第３号 

 

御堂垣外辺地に係る総合整備計画の変更について 

 

 

 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）第３条第８項にお

いて準用する同条第１項の規定に基づき、別紙のとおり総合整備計画を変更することについて、議会の議決を求める。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 御堂垣外地区における辺地に係る総合整備計画を変更するため、提案するものであります。 

 

 

 

 

 

 

 

- 13 -



 

 

（議案第３号別紙） 

 

第１次変更 

総合整備計画書 

 

長野県伊那市 御堂垣外
みどがいと

辺地    

辺地の人口１３２人：面積１.１㎢ 

 

１ 辺地の概況 

(1) 辺地を構成する町又は字の名称  御堂垣外 

(2) 地域の中心の位置        伊那市高遠町藤沢３６６０番地ほか１筆 

(3) 辺地度点数           １１９点 

 

 

２ 公共的施設の整備を必要とする事情 

本辺地は、伊那市の高遠町地区北東部に位置し、かつては杖突街道や金沢街道の宿場町として栄えました。現在でも本陣跡

や問屋跡があり、当時の名残が感じられる地区ですが、近年では過疎化が大きな課題になっています。 

本辺地から園児が通う高遠第２・第３保育園は、地域コミュニティの重要な核となる施設の一つであり、地域や保護者と協

力をしながら特色ある信州やまほいくを積極的に実施しています。こうした取組から、子育て世代の移住も見られますが、現

在の園舎は、築５４年が経過した非耐震構造の建物であり、新たな園舎の整備が必要となっています。 

また、本辺地内にある藤沢多目的集会施設、藤沢トレーニングセンター及び高遠町柔剣道場は、旧高遠町時代に地域住民の

交流、社会教育及び体育施設として設置されましたが、藤沢多目的集会施設は築４４年、藤沢トレーニングセンターは築３８

年、高遠町柔剣道場は築３２年が経過し、老朽化が大きな課題となっており、全ての施設において建物の改修、照明のＬＥＤ

化等の対応が求められます。 
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３ 公共的施設の整備計画 

２０２４年度（令和６年度）から２０２８年度（令和１０年度）まで５年間 

（単位：千円） 

 

 

 

施設名      

区 分 

 

事 業 

主体名 

事業費 

財源内訳 
一般財源のうち

辺地対策事業債

の予定額 
特定財源 一般財源 

高遠第２・第３保育園建設※ 伊那市 22,420 11,120 11,300 11,300 

集会施設整備（藤沢多目的集会施設） 伊那市 3,000 0 3,000 3,000 

体育施設整備（藤沢トレーニングセンタ

ー、高遠町柔剣道場） 
伊那市 6,000 0 6,000 6,000 

合 計  31,420 11,120 20,300 20,300 

※高遠第２・第３保育園建設については、全体事業費を本辺地から通園する園児の割合で按分した額を計上 

  【参考】○全体事業費  

498,090千円（特定財源 247,100千円、一般財源 250,990千円） 

      ○本辺地から高遠第２・第３保育園に通園する園児の割合 

４.５％（前計画期間２０１９年度（令和元年度）から２０２３年度（令和５年度）の平均） 
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御堂垣外辺地に係る総合整備計画書新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

 

総合整備計画書 

長野県伊那市 御堂垣外
みどがいと

辺地   

辺地の人口 132 人：面積 1.1 ㎢ 

１～２ 略 

３ 公共的施設の整備計画 

2024年度（令和６年度）から2028年度（令和10年度）まで５年間 

                              （単位：千円） 

 

 

 

 

施設名      

区 分 

 

事 業 

主体名 

事業費 

財源内訳 
一般財源のうち

辺地対策事業債

の予定額 特定財源 一般財源 

高遠第２・第３保

育園建設※ 
伊那市 18,761 9,855 8,906 8,900 

略 

合 計  27,761 9,855 17,906 17,900 

※高遠第２・第３保育園建設については、全体事業費を本辺地から通園する園児の

割合で按分した額を計上 

  【参考】○全体事業費  

416,920千円（特定財源 219,000千円、一般財源 197,920千円） 

      ○本辺地から高遠第２・第３保育園に通園する園児の割合 

4.5％（前計画期間2019年度（令和元年度）から2023年度（令和５年

度）の平均） 

 

 

第１次変更 

総合整備計画書 

長野県伊那市 御堂垣外
みどがいと

辺地  

辺地の人口 132 人：面積 1.1 ㎢ 

１～２ 略 

３ 公共的施設の整備計画 

2024年度（令和６年度）から2028年度（令和10年度）まで５年間 

                              （単位：千円） 

 

 

 

 

施設名      

区 分 

 

事 業 

主体名 

事業費 

財源内訳 
一般財源のうち

辺地対策事業債

の予定額 特定財源 一般財源 

高遠第２・第３保

育園建設※ 
伊那市 22,420 11,120 11,300 11,300 

略 

合 計  31,420 11,120 20,300 20,300 

※高遠第２・第３保育園建設については、全体事業費を本辺地から通園する園児の

割合で按分した額を計上 

  【参考】○全体事業費  

498,090千円（特定財源 247,100千円、一般財源 250,990千円） 

      ○本辺地から高遠第２・第３保育園に通園する園児の割合 

4.5％（前計画期間2019年度（令和元年度）から2023年度（令和５年

度）の平均） 

      

議案第３号関係資料 
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議案第４号 

 

片倉辺地に係る総合整備計画の変更について 

 

 

 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）第３条第８項にお

いて準用する同条第１項の規定に基づき、別紙のとおり総合整備計画を変更することについて、議会の議決を求める。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 片倉地区における辺地に係る総合整備計画を変更するため、提案するものであります。 
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（議案第４号別紙） 

 

第１次変更 

総合整備計画書 

 

長野県伊那市 片 倉
かたくら

辺地  

辺地の人口１７３人：面積１.３㎢ 

 

１ 辺地の概況 

(1) 辺地を構成する町又は字の名称  片倉 

(2) 地域の中心の位置        伊那市高遠町藤沢６１１６番地１ 

(3) 辺地度点数           １３８点 

 

 

２ 公共的施設の整備を必要とする事情 

本辺地は、伊那市の高遠町地区北部に位置し、花の百名山である守屋山の麓、日本の原風景ともいえる自然が息づく山あい

の集落ですが、近年では近隣地区同様に過疎化が大きな課題となっています。 

本辺地から園児が通う高遠第２・第３保育園は、地域コミュニティの重要な核となる施設の一つであり、地域や保護者と協

力をしながら特色ある信州やまほいくを積極的に実施しています。こうした取組から、子育て世代の移住も見られますが、現

在の園舎は、築５４年が経過した非耐震構造の建物であり、新たな園舎の整備が必要となっています。 

また、本辺地内の飲料水は、片倉簡易水道及び峠簡易給水施設により供給していますが、施設の老朽化や野生動物の増加に

起因するとされるクリプトスポリジウム対策が重要な課題となっており、安全な飲料水を供給するための施設を整備する必要

があります。 
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３ 公共的施設の整備計画 

２０２４年度（令和６年度）から２０２８年度（令和１０年度）まで５年間 

（単位：千円） 

 

 

 

施設名      

区 分 

 

事 業 

主体名 

事業費 

財源内訳 
一般財源のうち

辺地対策事業債

の予定額 
特定財源 一般財源 

高遠第２・第３保育園建設※ 伊那市 37,855 18,780 19,075 19,000 

簡易水道建設改良 伊那市 48,700 0 48,700 24,300 

合 計  86,555 18,780 67,775 43,300 

※高遠第２・第３保育園建設については、全体事業費を本辺地から通園する園児の割合で按分した額を計上 

  【参考】○全体事業費  

498,090千円（特定財源 247,100千円、一般財源 250,990千円） 

      ○本辺地から高遠第２・第３保育園に通園する園児の割合 

７.６％（前計画期間２０１９年度（令和元年度）から２０２３年度（令和５年度）の平均） 
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片倉辺地に係る総合整備計画書新旧対照表 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

 

総合整備計画書 

長野県伊那市 片 倉
かたくら

辺地   

辺地の人口 173 人：面積 1.3 ㎢ 

１～２ 略 

３ 公共的施設の整備計画 

2024年度（令和６年度）から2028年度（令和10年度）まで５年間 

                              （単位：千円） 

 

 

 

 

施設名      

区 分 

 

事  業 

主体名 

事業費 

財源内訳 
一般財源のうち

辺地対策事業債

の予定額 特定財源 一般財源 

高遠第２・第３保

育園建設※ 
伊那市 31,686 16,644 15,042 15,000 

略 

合 計  80,386 16,644 63,742 39,300 

※高遠第２・第３保育園建設については、全体事業費を本辺地から通園する園児の

割合で按分した額を計上 

  【参考】○全体事業費  

416,920千円（特定財源 219,000千円、一般財源 197,920千円） 

      ○本辺地から高遠第２・第３保育園に通園する園児の割合 

7.6％（前計画期間2019年度（令和元年度）から2023年度（令和５年

度）の平均） 

 

 

第１次変更 

総合整備計画書 

長野県伊那市 片 倉
かたくら

辺地   

辺地の人口 173 人：面積 1.3 ㎢ 

１～２ 略 

３ 公共的施設の整備計画 

2024年度（令和６年度）から2028年度（令和10年度）まで５年間 

                              （単位：千円） 

 

 

 

 

施設名      

区 分 

 

事 業 

主体名 

事業費 

財源内訳 
一般財源のうち

辺地対策事業債

の予定額 特定財源 一般財源 

高遠第２・第３保

育園建設※ 
伊那市 37,855 18,780 19,075 19,000 

略 

合 計  86,555 18,780 67,775 43,300 

※高遠第２・第３保育園建設については、全体事業費を本辺地から通園する園児の

割合で按分した額を計上 

  【参考】○全体事業費  

498,090千円（特定財源 247,100千円、一般財源 250,990千円） 

      ○本辺地から高遠第２・第３保育園に通園する園児の割合 

7.6％（前計画期間2019年度（令和元年度）から2023年度（令和５年

度）の平均） 

      

議案第４号関係資料 
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 議案第５号 

 

請負契約の締結について 

 

 

本庁舎空調設備改修 機械設備工事について、別紙のとおり請負契約を締結するため、伊那市議会の議決に付すべき契約及

び財産の取得又は処分に関する条例（平成１８年伊那市条例第４７号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 本庁舎空調設備改修 機械設備工事請負契約を締結するため、提案するものであります。 
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 （議案第５号別紙） 

 

１ 契約の目的  本庁舎空調設備改修 機械設備工事 

２ 契約の方法  随意契約 

３ 契約金額   ２８２,７００,０００円 

         （内消費税 ２５,７００,０００円） 

４ 契約の相手方 伊那市上牧６４７４番地 

          宮下・池田特定建設工事共同企業体 

           代表構成員 宮下 金俊 
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本庁舎空調設備改修 工事説明資料 

 

工 事 名 本庁舎空調設備改修 工事 

工種、金額 

 

及 び 

 

相 手 方 

工  種 金  額 相  手  方 

機 械 設 備 工 事 
２８２,７００,０００円     

（内消費税 ２５,７００,０００円）    

宮下・池田特定建設工事共同企業体 

代表構成員 宮下 金俊 

電 気 設 備 工 事 
２５,４１０,０００円     

（内消費税 ２,３１０,０００円）    

宮原電気工事株式会社 

代表取締役 宮原 雄一朗 

合      計 
３０８,１１０,０００円     

（内消費税 ２８,０１０,０００円）    
 

工 事 概 要 

 

熱源設備の更新並びにパッケージエアコンの更新及び新設工事 

・冷温水発生機（Ａ重油焚）の更新 

・既設パッケージエアコン更新及び新設 

・工事に伴う配管及び自動制御機器 

・その他付属設備の更新ほか 

 

工 事 期 間 契約の日から令和８年７月３１日まで 

予       算 事業費 ３１０,０００,０００円 主な財源 公共施設等管理基金繰入金 

 

議案第５号関係資料（１） 
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  議案第５号関係資料（２） 
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議案第６号 

 

伊那市職員の勤務時間及び休暇等に関する条例及び伊那市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

 伊那市職員の勤務時間及び休暇等に関する条例及び伊那市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を別紙のと

おり定める。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世代育成支援対策推進法の一部を改正する

法律（令和６年法律第４２号）及び地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第５号）の施

行に伴い、所要の改正を行うため、提案するものであります。 
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（議案第６号別紙） 

 

伊那市職員の勤務時間及び休暇等に関する条例及び伊那市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

 （伊那市職員の勤務時間及び休暇等に関する条例の一部改正） 

第１条 伊那市職員の勤務時間及び休暇等に関する条例（平成１８年伊那市条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

（育児又は介護を行う職員の時間外勤務の制限） 

第７条 任命権者は、３歳に満たない子のある職員が、市長が

規則で定めるところにより、当該子を養育するために請求し

た場合には、当該請求をした職員の業務を処理するための措

置を講じることが著しく困難である場合を除き、第４条第２

項に規定する勤務（災害その他避けることのできない事由に

基づく臨時の勤務を除く。次項において同じ。）をさせては

ならない。 

２ 略 

３ 前２項の規定は、第14条第１項に規定する要介護者を介護

する職員について準用する。この場合において、第１項中

「３歳に満たない子のある職員が、市長が規則で定めるとこ

ろにより、当該子を養育」とあり、及び前項中「小学校就学

の始期に達するまでの子のある職員が、市長が規則で定める

 

（育児又は介護を行う職員の時間外勤務の制限） 

第７条 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のあ

る職員が、市長が規則で定めるところにより、当該子を養育

するために請求した場合には、当該請求をした職員の業務を

処理するための措置を講じることが著しく困難である場合を

除き、第４条第２項に規定する勤務（災害その他避けること

のできない事由に基づく臨時の勤務を除く。次項において同

じ。）をさせてはならない。 

２ 略 

３ 前２項の規定は、第14条第１項に規定する要介護者を介護

する職員について準用する。この場合において、前２項中

「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が、市長が

規則で定めるところにより、当該子を養育」とあるのは「第

14条第１項に規定する要介護者のある職員が、市長が規則で
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ところにより、当該子を養育」とあるのは「第14条第１項に

規定する要介護者のある職員が、市長が規則で定めるところ

により、当該要介護者を介護」と、第１項中「当該請求をし

た職員の業務を処理するための措置を講じることが著しく困

難である」とあるのは「公務の運営に支障がある」と読み替

えるものとする。 

４ 略 

 

定めるところにより、当該要介護者を介護」と、第１項中

「当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講じる

ことが著しく困難である」とあるのは「公務の運営に支障が

ある」と読み替えるものとする。 

 

 

４ 略 

 

（介護休暇） 

第14条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届出をしない

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項

において同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他市長が規

則で定める者で負傷、疾病又は老齢により市長が規則で定め

る期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものをいう。

以下同じ。）の介護をするため、任命権者が、市長が規則で

定めるところにより、職員の申出に基づき、要介護者の各々

が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、３回を超

えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内で指定する期間

（以下「指定期間」という。）内において勤務しないことが

相当であると認められる場合における休暇とする。 

 

２ 略 

 

 

（介護休暇） 

第14条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届出をしない

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項

において同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他市長が規

則で定める者（第16条の２第１項において「配偶者等」とい

う。）で負傷、疾病又は老齢により市長が規則で定める期間

にわたり日常生活を営むのに支障があるものをいう。以下同

じ。）の介護をするため、任命権者が、市長が規則で定める

ところにより、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該

介護を必要とする一の継続する状態ごとに、３回を超えず、

かつ、通算して６月を超えない範囲内で指定する期間（以下

「指定期間」という。）内において勤務しないことが相当で

あると認められる場合における休暇とする。 

２ 略 
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 （療養休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間及び組合休暇の

承認） 

第16条 略 

 

（療養休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間及び組合休暇の

承認） 

第16条 略 

 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意

向確認等） 

第16条の２ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を

必要とする状況に至ったことを申し出たときは、当該職員に

対して、仕事と介護との両立に資する制度又は措置（以下こ

の条及び次条において「介護両立支援制度等」という。）そ

の他の事項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の申

告、請求又は申出（次条において「請求等」という。）に係

る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じ

なければならない。 

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が40歳に達した日の

属する年度（４月１日から翌年の３月31日までをいう。）に

おいて、前項に規定する事項を知らせなければならない。 

 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第16条の３ 任命権者は、介護両立支援制度等の利用に係る請

求等が円滑に行われるようにするため、次に掲げる措置を講

じなければならない。 

(1) 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 
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(2) 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

(3) その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関す

る措置 

 

 

 （伊那市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第２条 伊那市職員の育児休業等に関する条例（平成１８年伊那市条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

（部分休業をすることができない職員） 

第20条 法第19条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。 

(1) 略 

(2) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規則

で定める非常勤職員以外の非常勤職員（定年前再任用短時

間勤務職員を除く。） 

 

 

（部分休業をすることができない職員） 

第20条 法第19条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。 

(1) 略 

(2) 勤務日の日数を考慮して規則で定める非常勤職員以外の

非常勤職員（定年前再任用短時間勤務職員を除く。） 

 

 

（部分休業の承認） 

第21条 部分休業（法第19条第１項に規定する部分休業をい

う。以下同じ。）の承認は、勤務時間条例第４条第１項に規

定する正規の勤務時間（非常勤職員（定年前再任用短時間勤

 

（第１号部分休業の承認） 

第21条 法第19条第２項第１号に掲げる範囲内で請求する同条

第１項に規定する部分休業（以下「第１号部分休業」とい

う。）の承認は、30分を単位として行うものとする。 
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務職員を除く。）にあっては、当該非常勤職員について定め

られた勤務時間）の始め又は終わりにおいて、30分を単位と

して行うものとする。 

２ 市長が定める職員に対する部分休業の承認については、市

長が定める時間を超えない範囲内で行うものとする。 

 

 

 

 

２ 市長が定める職員に対する第１号部分休業の承認について

は、市長が定める時間を超えない範囲内で行うものとする。 

 

（第２号部分休業の承認） 

第21条の２ 法第19条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する

同条第１項に規定する部分休業（以下「第２号部分休業」と

いう。）の承認は、１時間を単位として行うものとする。た

だし、次の各号に掲げる場合にあっては、それぞれ当該各号

に定める時間数の第２号部分休業を承認することができる。 

(1) １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時

間がある場合であって、当該勤務時間の全てについて承認

の請求があったとき 当該勤務時間の時間数 

(2) 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場

合であって、当該残時間数の全てについて承認の請求があ

ったとき 当該残時間数 

 

（法第19条第２項の条例で定める１年の期間） 

第21条の３ 法第19条第２項の条例で定める１年の期間は、毎

年４月１日から翌年３月31日までとする。 

 

（法第19条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準と
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して条例で定める時間） 

第21条の４ 法第19条第２項第２号の人事院規則で定める時間

を基準として条例で定める時間は、次の各号に掲げる職員の

区分に応じ、当該各号に定める時間とする。 

(1) 非常勤職員以外の職員 77時間30分 

(2) 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務

時間数に10を乗じて得た時間 

 

（法第19条第３項の条例で定める特別の事情） 

第21条の５ 法第19条第３項の条例で定める特別の事情は、配

偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居した

ことその他の同条第２項の規定による申出時に予測すること

ができなかった事実が生じたことにより同条第３項の規定に

よる変更（以下「第３項変更」という。）をしなければ同項

の職員の小学校就学の始期に達するまでの子の養育に著しい

支障が生じると任命権者が認める事情とする。 

 

 

（部分休業をしている職員の給与の取扱い） 

第22条 職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、

給与条例第63条の規定にかかわらず、その勤務しない１時間

につき、給与条例第64条に規定する勤務１時間当たりの給与

額を減額して支給する。 

 

 

（部分休業をしている職員の給与の取扱い） 

第22条 職員が法第19条第１項に規定する部分休業の承認を受

けて勤務しない場合には、給与条例第63条の規定にかかわら

ず、その勤務しない１時間につき、給与条例第64条に規定す

る勤務１時間当たりの給与額を減額して支給する。 
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（部分休業の承認の取消事由） 

第23条 第14条の規定は、法第19条第３項において準用する法

第５条第２項の条例で定める事由について準用する。 

 

 

（部分休業の承認の取消事由） 

第23条 法第19条第６項において準用する法第５条第２項の条

例で定める事由は、職員が第３項変更をしたときとする。 

 

 

 （妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置

等） 

第24条 略 

 

 （妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置

等） 

第24条 略 

 

（妊娠、出産等についての申出をした職員等に対する意向確

認等） 

第24条の２ 任命権者は、前条第１項の措置を講ずるに当たっ

ては、同条の規定による申出をした職員（以下この項におい

て「申出職員」という。）に対して、次に掲げる措置を講じ

なければならない。 

(1) 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置

（次号において「出生時両立支援制度等」という。）その

他の事項を知らせるための措置 

(2) 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出（以下「請

求等」という。）に係る申出職員の意向を確認するための

措置  

(3) 前条の規定による申出に係る子の心身の状況又は育児に

関する申出職員の家庭の状況に起因して当該子の出生の日
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以後に発生し、又は発生することが予想される職業生活と

家庭生活との両立の支障となる事情の改善に資する事項に

係る申出職員の意向を確認するための措置 

２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下この

項において「対象職員」という。）に対して、規則で定める

期間内に、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置

（次号において「育児期両立支援制度等」という。）その

他の事項を知らせるための措置 

(2) 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を

確認するための措置 

(3) 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関

する対象職員の家庭の状況に起因して発生し、又は発生す

ることが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障と

なる事情の改善に資する事項に係る対象職員の意向を確認

するための措置 

３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規定により意

向を確認した事項の取扱いに当たっては、当該意向に配慮し

なければならない。 

 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 
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 （経過措置） 

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１９条第２項第２号に掲げる範囲内において、この条

例の施行の日から令和８年３月３１日までの間における部分休業の承認の請求をする場合における第２条の規定による改正後

の伊那市職員の育児休業等に関する条例第２１条の４の規定の適用については、同条第１号中「７７時間３０分」とあるのは

「３８時間４５分」と、同条第２号中「１０」とあるのは「５」とする。 
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議案第７号 

 

伊那市一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 

 

 伊那市一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 国家公務員に対する人事院勧告の内容を踏まえ、一般職の職員等の寒冷地手当の廃止等を行うため、提案するものでありま

す。 
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（議案第７号別紙） 

 

伊那市一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 

 

（伊那市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 伊那市一般職の職員の給与に関する条例（平成１８年伊那市条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

目次 

第１章～第12章 略  

第13章 寒冷地手当（第54条－第56条） 

第14章～第16章 略 

附則 

 

 

目次 

第１章～第12章 略 

第13章 削除 

第14章～第16章 略 

附則 

 

（給与の種類） 

第２条 この条例において「給与」とは、常勤職員（法第22条

の４第１項又は法第22条の５第１項の規定により採用された

職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）を除

く。）については、給料、扶養手当、住居手当、通勤手当、

単身赴任手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手

当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、管

 

（給与の種類） 

第２条 この条例において「給与」とは、常勤職員（法第22条

の４第１項又は法第22条の５第１項の規定により採用された

職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）を除

く。）については、給料、扶養手当、住居手当、通勤手当、

単身赴任手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手

当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、管
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理職手当、初任給調整手当、期末手当、勤勉手当、寒冷地手

当及び災害派遣手当（武力攻撃事態等における国民の保護の

ための措置に関する法律施行令（平成16年政令第275号）第38

条に規定する武力攻撃災害等派遣手当及び新型インフルエン

ザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）第26条の８に規

定する特定新型インフルエンザ等対策派遣手当を含む。以下

同じ。）をいい、非常勤職員（定年前再任用短時間勤務職員

を除く。）については、報酬をいう。 

２ 定年前再任用短時間勤務職員に支給する給与は、給料、住

居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、時間外勤

務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職

員特別勤務手当、管理職手当、期末手当、勤勉手当、寒冷地

手当及び災害派遣手当とする。 

 

理職手当、初任給調整手当、期末手当、勤勉手当及び災害派

遣手当（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に

関する法律施行令（平成16年政令第275号）第38条に規定する

武力攻撃災害等派遣手当及び新型インフルエンザ等対策特別

措置法（平成24年法律第31号）第26条の８に規定する特定新

型インフルエンザ等対策派遣手当を含む。以下同じ。）をい

い、非常勤職員（定年前再任用短時間勤務職員を除く。）に

ついては、報酬をいう。 

２ 定年前再任用短時間勤務職員に支給する給与は、給料、住

居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、時間外勤

務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職

員特別勤務手当、管理職手当、期末手当、勤勉手当及び災害

派遣手当とする。 

 

 

第13章 寒冷地手当 

（寒冷地手当の支給） 

第54条 寒冷地手当は、11月から翌年の３月までの期間（以下

この章において「支給期間」という。）内における各月の初

日（以下この章において「基準日」という。）において、現

に在勤する職員（以下この章において「支給対象職員」とい

う。）に対して支給する。 

 

（寒冷地手当の額） 

 

第13章 削除 

 

第54条から第56条まで 削除 
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旧 新 

第55条 寒冷地手当の月額は、基準日における次の各号に掲げ

る職員の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 世帯主（主としてその収入によって世帯の生計を支えて

いる者をいう。次号において同じ。）である職員であっ

て、第16条第１項に規定する扶養親族のあるもの（市長が

定める職員を除く。） 19,800円 

(2) 世帯主である職員であって、前号に掲げる職員以外のも

の 11,400円 

(3) 前２号に掲げる職員以外の職員 8,200円 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が定める場合に該当する支

給対象職員の寒冷地手当の額は、同項の規定による額を超え

ない範囲内で、市長が定める額とする。 

 

（寒冷地手当の支給方法） 

第56条 寒冷地手当は、支給期間内において、給料の支給方法

に準じて支給する。 

 

 

（心身の故障による休職） 

第60条 略 

２ 職員が結核性疾病のため、法第28条第２項第１号の規定に

より休職にされたときは、その休職の期間が満３年に達する

まで、給料、扶養手当、住居手当、期末手当及び寒冷地手当

のそれぞれ100分の80を支給する。 

 

（心身の故障による休職） 

第60条 略 

２ 職員が結核性疾病のため、法第28条第２項第１号の規定に

より休職にされたときは、その休職の期間が満３年に達する

まで、給料、扶養手当、住居手当及び期末手当のそれぞれ100

分の80を支給する。 
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３ 職員が前２項以外の心身の故障のため、法第28条第２項第

１号の規定により休職されたときは、その休職が満２年（厚

生労働省が指定する特定疾患にあっては満３年）に達するま

で、給料、扶養手当、住居手当、期末手当及び寒冷地手当の

それぞれの100分の80を支給する。 

４～５ 略 

 

３ 職員が前２項以外の心身の故障のため、法第28条第２項第

１号の規定により休職されたときは、その休職が満２年（厚

生労働省が指定する特定疾患にあっては満３年）に達するま

で、給料、扶養手当、住居手当及び期末手当のそれぞれの100

分の80を支給する。 

４～５ 略 

 

  

（伊那市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

第２条 伊那市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１８年伊那市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

（派遣職員の給与） 

第４条 派遣職員（企業職員（地方公営企業等の労働関係に関

する法律（昭和27年法律第289号）第３条第４号の職員をい

う。以下同じ。）である派遣職員を除く。第６条及び第７条

において同じ。）のうち、法第６条第２項に規定する業務に

従事するものには、その職員派遣の期間中、給料、扶養手

当、住居手当、期末手当及び寒冷地手当のそれぞれ100分の

100以内を支給することができる。 

 

 

（派遣職員の給与） 

第４条 派遣職員（企業職員（地方公営企業等の労働関係に関

する法律（昭和27年法律第289号）第３条第４号の職員をい

う。以下同じ。）である派遣職員を除く。第６条及び第７条

において同じ。）のうち、法第６条第２項に規定する業務に

従事するものには、その職員派遣の期間中、給料、扶養手

当、住居手当及び期末手当のそれぞれ100分の100以内を支給

することができる。 
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旧 新 

 

（企業職員である派遣職員の給与の種類） 

第８条 企業職員である派遣職員のうち、法第６条第２項に規

定する業務に従事するものには、その職員派遣の期間中、給

料、扶養手当、住居手当、期末手当及び寒冷地手当を支給す

ることができる。 

 

 

（企業職員である派遣職員の給与の種類） 

第８条 企業職員である派遣職員のうち、法第６条第２項に規

定する業務に従事するものには、その職員派遣の期間中、給

料、扶養手当、住居手当及び期末手当を支給することができ

る。 

 

 

（伊那市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第３条 伊那市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１８年伊那市条例第２０２号）の一部を次のように改正する。 

 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

（給与の種類） 

第２条 略 

２ 略 

３ 常時勤務を要する職員の手当の種類は、扶養手当、住居手

当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、時間外勤務手

当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員特

別勤務手当、管理職手当、初任給調整手当、期末手当、勤勉

手当、寒冷地手当、災害派遣手当（武力攻撃事態等における

国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成16年政令

第275号）第38条に規定する武力攻撃災害等派遣手当及び新型

 

（給与の種類） 

第２条 略 

２ 略 

３ 常時勤務を要する職員の手当の種類は、扶養手当、住居手

当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、時間外勤務手

当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員特

別勤務手当、管理職手当、初任給調整手当、期末手当、勤勉

手当、災害派遣手当（武力攻撃事態等における国民の保護の

ための措置に関する法律施行令（平成16年政令第275号）第38

条に規定する武力攻撃災害等派遣手当及び新型インフルエン
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旧 新 

インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）第

26条の８に規定する特定新型インフルエンザ等対策派遣手当

を含む。以下同じ。）及び退職手当とする。 

４ 定年前再任用短時間勤務職員の手当の種類は、住居手当、

通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、

休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤

務手当、管理職手当、期末手当、勤勉手当、寒冷地手当及び

災害派遣手当とする。 

 

ザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）第26条の８に規

定する特定新型インフルエンザ等対策派遣手当を含む。以下

同じ。）及び退職手当とする。 

４ 定年前再任用短時間勤務職員の手当の種類は、住居手当、

通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、

休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤

務手当、管理職手当、期末手当、勤勉手当及び災害派遣手当

とする。 

 

 

（扶養手当） 

第５条 略 

２ 扶養手当の支給については、次に掲げる者で、他に生計の

途がなく、主としてその職員の扶養を受けているものを扶養

親族とする。 

(1) 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者を含む。第８条において同じ。） 

(2) 略 

(3) 略 

(4) 略 

(5) 略 

(6) 略 

 

 

（扶養手当） 

第５条 略 

２ 扶養手当の支給については、次に掲げる者で、他に生計の

途がなく、主としてその職員の扶養を受けているものを扶養

親族とする。 

  

      

(1) 略 

(2) 略 

(3) 略 

(4) 略 

(5) 略 
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（住居手当） 

第６条 住居手当は、次に掲げる職員に対して支給する。 

(1) 略 

(2) その所有に係る住宅（管理者が定めるこれに準じる住宅

を含む。）に居住している職員で世帯主であるもの 

 

（住居手当） 

第６条 住居手当は、次に掲げる職員に対して支給する。 

(1) 略 

(2) 第８条の規定により単身赴任手当を支給される職員で、

配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者を含む。以下同じ。）が居住するための住宅（管理者

が設置する有料公舎その他管理者が定める住宅を除く。）

を借り受けた職員 

 

 

（管理職員特別勤務手当） 

第14条 管理職員特別勤務手当は、臨時又は緊急の必要その他

の公務の運営の必要により週休日（勤務時間を割り振らない

日をいう。）若しくは休日等又はこれらの日以外の日の午前

０時から午前５時までの間に勤務した次条の規定による管理

者が指定する職にある職員に対して支給する。 

 

 

（管理職員特別勤務手当） 

第14条 管理職員特別勤務手当は、臨時又は緊急の必要その他

の公務の運営の必要により週休日（勤務時間を割り振らない

日をいう。）若しくは休日等又はこれらの日以外の日の午後

10時から翌日の午前５時までの間に勤務した次条の規定によ

る管理者が指定する職にある職員に対して支給する。 

 

 

（寒冷地手当） 

第19条 寒冷地手当は、11月から翌年の３月までの期間内にお

ける各月の初日において在勤する職員に対して支給する。 

 

 

 

第19条 削除 
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（休職者の給与） 

第22条 略 

２ 職員が結核性疾病にかかり、地方公務員法第28条第２項第

１号に掲げる事由に該当して休職にされたときは、その休職

の期間が３年に達するまでは、給料、扶養手当、住居手当、

期末手当及び寒冷地手当は、支給することができる。 

３ 職員が第２項以外の心身の故障により地方公務員法第28条

第２項第１号に掲げる事由に該当して休職にされたときは、

その休職の期間が満２年に達するまでは、給料、扶養手当、

住居手当、期末手当及び寒冷地手当を支給することができ

る。 

４ 略 

 

（休職者の給与） 

第22条 略 

２ 職員が結核性疾病にかかり、地方公務員法第28条第２項第

１号に掲げる事由に該当して休職にされたときは、その休職

の期間が３年に達するまでは、給料、扶養手当、住居手当及

び期末手当は、支給することができる。 

３ 職員が第２項以外の心身の故障により地方公務員法第28条

第２項第１号に掲げる事由に該当して休職にされたときは、

その休職の期間が満２年に達するまでは、給料、扶養手当、

住居手当及び期末手当を支給することができる。 

 

４ 略 

 

 

（給与の減額）  

第23条 職員が勤務しないときは、休暇（当該職員が配偶者、

父母、子、配偶者の父母その他管理者が指定する者で負傷、

疾病又は老齢により管理者が指定する期間にわたり日常生活

を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しないこ

とが相当であると認められる場合及び労働組合の業務又は活

動に従事するため、勤務しないことが相当である場合におけ

る休暇を除く。）による場合その他その勤務しないことにつ

き特に承認（当該職員がその３歳に満たない子を養育するた

 

（給与の減額）  

第23条 職員が勤務しないときは、休暇（当該職員が配偶者、

父母、子、配偶者の父母その他管理者が指定する者で負傷、

疾病又は老齢により管理者が指定する期間にわたり日常生活

を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しないこ

とが相当であると認められる場合及び労働組合の業務又は活

動に従事するため、勤務しないことが相当である場合におけ

る休暇を除く。）による場合その他その勤務しないことにつ

き特に承認（当該職員がその小学校就学の始期に達するまで
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め１日の勤務時間の一部を勤務しないことの承認を除く。）

のあった場合を除くほか、その勤務しない１時間につき、勤

務時間１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。  

 

の子を養育するため１日の勤務時間の全部又は一部を勤務し

ないことの承認を除く。）のあった場合を除くほか、その勤

務しない１時間につき、勤務時間１時間当たりの給与額を減

額して給与を支給する。  

 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（寒冷地手当に関する経過措置） 

２ この項から第４項までにおいて、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 改正前の条例 第１条の規定による改正前の伊那市一般職の職員の給与に関する条例をいう。 

(2) 基準日 令和７年１１月から令和８年３月まで及び同年１１月から令和９年３月までの各月の初日をいう。 

(3) 切替日 令和７年４月１日をいう。 

(4) 経過措置対象職員 基準日において現に在勤する職員（常時勤務に服する職員、定年前再任用短時間勤務職員（地方公務

員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員をいう。以下この号におい

て同じ。）、暫定再任用短時間勤務職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号。以下この号におい

て「令和３年地方公務員法改正法」という。）附則第６条第１項若しくは第２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定に

より採用された職員をいう。）、派遣職員（伊那市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例第３条に規定する派遣職員

のうち、公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（平成１２年法律第５０号）第６条第２項に規定する

業務に従事するものをいう。）又は企業職員（伊那市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第２条に規定する職員を

いう。）に限る。以下この号において同じ。）のうち、切替日の前日から当該基準日の前日までの間、引き続き職員として

在勤していた者（定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員（令和３年地方公務員法改正法附則第９条第６項に規定

する暫定再任用職員をいう。以下この号において同じ。）にあっては、切替日の前日に常時勤務に服する職員（暫定再任用
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職員を除く。）であった者に限る。）をいう。 

(5) みなし寒冷地手当額 経過措置対象職員につき、基準日において、現に在勤する職員における基準世帯等区分（当該者の

切替日の前日以降における世帯等の区分（改正前の条例第５５条第１項に規定する職員の区分をいう。以下、この号におい

て同じ。）のうち、同項に掲げる寒冷地手当の額が最も少ない世帯等の区分をいう。）をその世帯等の区分とみなして同項

の規定を適用したならば算出される寒冷地手当の額をいう。 

３ 経過措置対象職員に対して、みなし寒冷地手当額が、次の表の左欄に掲げる基準日の属する月の区分に応じ同表の右欄に掲

げる額を超えることとなるときは、第１条の規定による改正後の伊那市一般職の職員の給与に関する条例及び第２条の規定に

よる改正後の伊那市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例に規定する給与のほか、みなし寒冷地手当額から同表の左欄

に掲げる基準日の属する月の区分に応じ同表の右欄に掲げる額を減じた額の寒冷地手当を支給する。 

令和７年１１月から令和８年３月まで ６,６００円 

令和８年１１月から令和９年３月まで １３,２００円 

４ 前２項に規定するもののほか、これらの規定により支給する寒冷地手当の支給日、支給方法その他支給に関し必要な事項は、

伊那市一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（令和７年伊那市条例第１号）第２条による改正前の伊那市

一般職の職員の給与に関する条例に規定する寒冷地手当の例による。 

 （令和８年３月３１日までの間における扶養手当に関する経過措置） 

５ この条例の施行の日から令和８年３月３１日までの間における第３条の規定による改正後の伊那市企業職員の給与の種類及

び基準に関する条例第５条第２項中「(5) 重度心身障害者」とあるのは「(5) 重度心身障害者(6) 配偶者（届出をしないが事

実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）」とする。 

 （市長への委任） 

６ 附則第２項から前項までに定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
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議案第８号 

 

伊那市特別職の職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

 伊那市特別職の職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 国家公務員に対する人事院勧告の内容を踏まえ、常勤の特別職の職員の寒冷地手当を廃止するため、提案するものでありま

す。 
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（議案第８号別紙） 

 

伊那市特別職の職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

 伊那市特別職の職員の給与等に関する条例（平成１８年伊那市条例第３７号）の一部を次のように改正する。 

 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

（常勤の職員の給与） 

第２条 常勤の特別職の職員（以下「常勤の職員」という。）

に支給する給与は、別に条例で定めるもののほか、給料、通

勤手当、期末手当及び寒冷地手当とする。 

 

 

（常勤の職員の給与） 

第２条 常勤の特別職の職員（以下「常勤の職員」という。）

に支給する給与は、別に条例で定めるもののほか、給料、通

勤手当及び期末手当とする。 

 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（寒冷地手当に関する経過措置） 

２ 令和７年１１月から令和８年３月まで及び同年１１月から令和９年３月までの期間についてのこの条例の規定による改正

後の伊那市特別職の職員の給与等に関する条例第２条の規定の適用については、同条中「及び期末手当」とあるのは「、期

末手当及び寒冷地手当」とする。 

 （市長への委任） 
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３ 前項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
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議案第９号 

 

伊那市サテライトオフィス条例の一部を改正する条例 

 

 

 伊那市サテライトオフィス条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 使用料及び部屋数の見直しにより、適正な施設管理と市内への事務所の立地促進を図るため、提案するものであります。 
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（議案第９号別紙） 

 

伊那市サテライトオフィス条例の一部を改正する条例 

 

 

伊那市サテライトオフィス条例（平成３０年伊那市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

別表（第９条関係） 

伊那市サテライトオフィス使用料 

区分  使用料（月額）  

Ａ棟 １室につき 35,000円

  .

 

 １棟使用 70,000円

Ｂ棟 40,000円

Ｃ棟 40,000円

備考 略  

    

 

別表（第９条関係） 

伊那市サテライトオフィス使用料 

区分  使用料（月額）  

Ａ棟 Ａ号室 40,000円

Ｂ号室 40,000円

Ｃ号室 25,000円

１棟使用 105,000円

Ｂ棟 50,000円

Ｃ棟 50,000円

備考 略  

 

 

 

附 則 

（施行期日） 
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１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後の使用許可に係るものから適用し、同日前の使用許可に係

るものについては、なお従前の例による。 
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議案第１０号 

 

伊那市旧中村家住宅条例の一部を改正する条例 

 

 

 伊那市旧中村家住宅条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 旧中村家住宅を貸館として使用するため、提案するものであります。 
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（議案第１０号別紙） 

 

伊那市旧中村家住宅条例の一部を改正する条例 

 

 

伊那市旧中村家住宅条例の一部を改正する条例（平成３０年伊那市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

（開業時間及び休業日) 

第６条 旧中村家住宅の開業時間及び休業日は、次のとおりと

する。 

(1) 開業時間 午前10時から午後５時まで 

(2) 略 

２ 略 

 

 

（開業時間及び休業日) 

第６条 旧中村家住宅の開業時間及び休業日は、次のとおりと

する。 

(1) 開業時間 午前９時から午後９時まで 

(2) 略 

２ 略 

  

 （使用許可の取消し等） 

第10条 略 

 

  

 （使用許可の取消し等） 

第10条 略 

 

（利用料金） 

第11条 使用者は、第７条の許可を受けたときに別表に定める

利用料金を指定管理者に納付しなければならない。 

２ 指定管理者は、利用料金の額を、別表に定める額の範囲内
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旧 新 

において、あらかじめ市長の承認を得て定めるものとする。 

３ 前２項の規定により納付された利用料金は、指定管理者の

収入とする。 

 

（利用料金の減免） 

第12条 指定管理者は、公益上特に必要があると認めるとき

は、市長の承認を得て前条の利用料金を減額し、又は免除す

ることができる。 

 

（利用料金の還付） 

第13条 既に納めた利用料金は、還付しない。ただし、指定管

理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、その全部又

は一部を還付することができる。 

(1) 使用者が自己の責めによらない理由で使用ができなくな

ったとき。 

(2) 使用者が使用期日前３日までに使用の取りやめ又は変更

の申出をした場合で、指定管理者が相当の事由があると認

めたとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、指定管理者が正当な理由が

あると認めたとき。 

 

 

（原状回復の義務） 

第11条 略 

 

（原状回復の義務） 

第14条 略 
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旧 新 

  

 

（損害賠償の義務） 

第12条 略 

 

 

（損害賠償の義務） 

第15条 略 

 

 

（市長による管理） 

第13条 略 

２ 前項の規定により市長が旧中村家住宅の管理を行う場合に

おける第６条から第８条まで及び第10条の規定の適用につい

ては、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとす

る。 

第６条 指定管理者は、必要がある

と認めるときは、市長の承

認を得て 

市長は、特に必

要があると認め

るときは 

第７条、第８

条及び第10条 

指定管理者 市長 

   

   

    

 

（市長による管理） 

第16条 略 

２ 前項の規定により市長が旧中村家住宅の管理を行う場合に

おける第６条から第８条まで、第10条及び別表の規定の適用

については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるも

のとする。 

第６条 指定管理者は、必要がある

と認めるときは、市長の承

認を得て 

市長は、特に必

要があると認め

るときは 

第７条、第８

条及び第10条 

指定管理者 市長 

別表 （第11条関係） （第17条関係） 

別表 利用料金 使用料 

 

（使用料） 

第17条 第11条の規定にかかわらず、市長が管理する旧中村家

住宅を使用する者は、別表に定める使用料を納付しなければ
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旧 新 

ならない。 

 

（使用料の減免） 

第18条 市長は、公益上特に必要があると認めるときは、前条

の使用料を減額し、又は免除することができる。 

 

（使用料の還付） 

第19条 既に納めた使用料は、還付しない。ただし、次の各号

のいずれかに該当するときは、その全部又は一部を還付する

ことができる。 

(1) 使用者が自己の責めによらない理由で使用ができなくな

ったとき。 

(2) 使用者が使用期日前３日までに使用の取りやめ又は変更

の申出をした場合で、市長が相当の事由があると認めたと

き。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が正当な理由があると

認めたとき。 

 

 

（委任） 

第14条 略 

 

 

（委任） 

第20条 略 

 

 

 

 

別表（第11条関係） 
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旧 新 

施設等利用料金 

１ 施設 

区分 利用料金 

午前 午後 夜間 超過時間 

午前９時か

ら午後１時

まで 

午後１時か

ら午後５時

まで 

午後５時か

ら午後９時

まで 

１時間につ

き 

客席 700円 700円 800円 300円

小宴会場 700円 700円 800円 300円

厨房 700円 700円 800円 300円

座敷 700円 700円 800円 300円

玄関の間 700円 700円 800円 300円

全館 2,000円 2,000円 2,500円 700円

備考 

１ 物品の販売を含む営利又は営業のために使用する利用

料金の額は、当該区分に定める額の100分の300に相当す

る額とする。 

２ 市内に住所を有しない個人又は市内に事務所若しくは

事業所を有しない団体が使用する場合の利用料金は、当

該区分に定める額（１の規定により増額された場合は、

増額された額）の100分の120に相当する額とする。 

２ 附属設備 

区分 単位 利用料金 

そば釜 １回 １台につき1,000円 
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旧 新 

フライヤー １回 １台につき1,000円 

麺茹で機 １回 １台につき1,000円 

サラマンダー １回 １台につき1,000円 

持込みの電気器具 １回 電気器具の定格消費電力の合計

が１ｋＷまでごと１台につき200

円 

 備考 附属設備の利用料金の額は、１日を超えない期間を１

回としたものとする。 

３ 冷房又は暖房 

区分 利用料金 

客席 １時間につき200円 

小宴会場 １時間につき100円 

   

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後の使用許可に係るものから適用し、同日前の使用許可に係

るものについては、なお従前の例による。 
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議案第１１号 

 

伊那市少年補導センター条例の一部を改正する条例 

 

 

 伊那市少年補導センター条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 組織改編による所管の変更及び補導委員の人数を緩和するため、提案するものであります。 
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（議案第１１号別紙） 

 

伊那市少年補導センター条例の一部を改正する条例 

 

 

伊那市少年補導センター条例（平成１８年伊那市条例第１８１号）の一部を次のように改正する。 

 

（傍線の部分は改正部分） 

旧 新 

 

（名称及び位置） 

第２条 少年補導センターの名称及び位置は、次のとおりとす

る。 

名称 伊那市少年補導センター 

位置 伊那市下新田3050番地（伊那市教育委員会内） 

 

 

（名称及び位置） 

第２条 少年補導センターの名称及び位置は、次のとおりとす

る。 

名称 伊那市少年補導センター 

位置 伊那市下新田3050番地 

 

 

（補導委員） 

第５条 略 

２ 補導委員は、55人とし、市長が委嘱する。 

３ 略 

 

 

（補導委員） 

第５条 略 

２ 補導委員は、55人以内とし、市長が委嘱する。 

３ 略 

 

 

 

附 則 
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この条例は、公布の日から施行する。 
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 議案第１２号 

 

令和６年度伊那市一般会計歳入歳出決算認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度伊那市一般会計歳入歳出決算を、別紙

監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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 議案第１３号 

 

令和６年度伊那市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度伊那市国民健康保険特別会計歳入歳出

決算を、別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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 議案第１４号 

 

令和６年度伊那市国民健康保険直営診療所特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度伊那市国民健康保険直営診療所特別会

計歳入歳出決算を、別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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 議案第１５号 

 

令和６年度伊那市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度伊那市後期高齢者医療特別会計歳入歳

出決算を、別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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 議案第１６号 

 

令和６年度伊那市介護保険特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度伊那市介護保険特別会計歳入歳出決算

を、別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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 議案第１７号 

 

令和６年度伊那市営駐車場事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度伊那市営駐車場事業特別会計歳入歳出

決算を、別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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 議案第１８号 

 

令和６年度伊那市公有財産管理活用事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度伊那市公有財産管理活用事業特別会計

歳入歳出決算を、別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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 議案第１９号 

 

令和６年度伊那市藤沢財産区特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度伊那市藤沢財産区特別会計歳入歳出決

算を、別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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 議案第２０号 

 

令和６年度伊那市北原財産区特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度伊那市北原財産区特別会計歳入歳出決

算を、別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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 議案第２１号 

 

令和６年度伊那市長藤財産区特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度伊那市長藤財産区特別会計歳入歳出決

算を、別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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 議案第２２号 

 

令和６年度伊那市水道事業会計未処分利益剰余金の処分及び決算認定について 

 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、令和６年度伊那市水道事業会計未処分利益剰

余金１８１,６２７,９１３円を減債積立金に積み立てることについて、議会の議決を求めるとともに、同法第３０条第４項の

規定により、令和６年度伊那市水道事業会計決算を、別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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 議案第２３号 

 

令和６年度伊那市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分及び決算認定について 

 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、令和６年度伊那市下水道事業会計未処分利益

剰余金２８３,８４６,９１６円を減債積立金に積み立てることについて、議会の議決を求めるとともに、同法第３０条第４項

の規定により、令和６年度伊那市下水道事業会計決算を、別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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 議案第２４号 

 

令和６年度伊那市自動車運送事業会計決算認定について 

 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令和６年度伊那市自動車運送事業会計決算を、

別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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 議案第２５号 

 

令和７年度伊那市一般会計第４回補正予算について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和７年度伊那市一般会計第４回補正予算を、別

冊のとおり提出する。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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 議案第２６号 

 

令和７年度伊那市国民健康保険特別会計第１回補正予算について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和７年度伊那市国民健康保険特別会計第１回補

正予算を、別冊のとおり提出する。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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 議案第２７号 

 

令和７年度伊那市後期高齢者医療特別会計第１回補正予算について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和７年度伊那市後期高齢者医療特別会計第１回

補正予算を、別冊のとおり提出する。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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 議案第２８号 

 

令和７年度伊那市介護保険特別会計第１回補正予算について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和７年度伊那市介護保険特別会計第１回補正予

算を、別冊のとおり提出する。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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 議案第２９号 

 

令和７年度伊那市自動車運送事業会計第１回補正予算について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令和７年度伊那市自動車運送事業会計第１回補正

予算を、別冊のとおり提出する。 

 

令和７年９月１日提出 

 

伊那市長  白 鳥  孝 
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